
第３号様式（第１１条関係）

奈良県知事　殿

（申請者）

住 所

団 体 名

代 表 者 氏 名

１．変更内容

２．変更の理由

【添付書類】変更前の申請書に添付した書類と内容に変更がある場合は、すべて添付してください。

変更前の内容 変更後の内容

　　　年　　月　　日付け奈良県指令　　第　　号の　　で交付決定のあった、非住宅建築物における

非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業

補助金変更交付申請書

　　　　年　　　月　　　日

変更事項

奈良県産材を使用した木造化支援事業補助金について、下記の通り申請内容を変更したいので申請します。

記



第４号様式（第１２条関係）

奈良県知事　殿

申請者

〒

団 体 名

代 表 者 氏 名

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業補助金

　　　　年　　　月　　　日

完了実績報告書

　非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業補助金交付要綱に基づき、事業を完了したので別添
のとおり報告します。

住 所
（ 所 在 地 ）

実績報告書 第１面



１．建物の概要

①
建物名

（事業所・店舗
等の名称）

地名地番

住居表示
（※１）

工事種別

用途 構造・階数 木造 階建て　

工法
新築の場合
延床面積

㎡　

新築以外の場合
対象床面積 ㎡　

２．木材の使用実績

３．補助金の交付決定額

円

  【参考】補助金額

構造材 (円)

使用材積 JAS材 認証材

１０㎥以上 600,000 300,000

２０㎥以上 1,200,000 600,000

団体名・代表者氏名

②

　新築  　　増築　　　改築
（いずれかに☑してください。）

種類 使用材積

【備考】種類については、JAS材もしくは認証材のいず
れか一方を選択。

JAS材 ㎥

③ 建物概要

建　築
（工事施工）

場　所

JAS材

※１　住居表示が未定の場合は「未定」と記入。
※２　建築確認済証（建築確認申請を要しない建築物の場合は、建築工事届）に記載の延べ面積と一致するように記入。

実績報告書 第２面



第５号様式（第１２条関係）

構造材使用実績内訳書 (1/　　）

種類： JAS材

団 体 名

代表者氏名

所 在 地

名 称

代表者氏名

幅 厚み
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40

合　　計 0.0000

≪注意事項≫

○　対象部材は、構造耐力上主要な部分に使用されるものです。

○　本内訳書と納品伝票の写しの内容が突合できるように記入してください。

※法人の場合は必ず代表者印（丸印）を使用して下さい。

樹種
長さ

（mm）
断面寸法(mm）

単材積(㎥）

工事施工
業者

構造材使用材積 0.0 ㎥

本数(本･枚） 材積(㎥）

申請者の建築物に係る構造材の使用材積は、
下記のとおりであることを証明します。

番
号

使用部位名

印



第６号様式（第１２条関係）

奈良県知事　殿

（工事請負者）

所 在 地

名 称

代表者氏名

電 話

FAX 番 号

担当者名

※法人の場合は必ず代表者印（丸印）を使用してください。

（１）証明をする建築物の地名地番又は住居表示

（２）証明をする建築物の工事完了日

工事完了証明書

　　　年　　　月　　　日

下記の建築物の工事が完了したことを証明します。

記

　　年　　月　　日

印



第７号様式（第１２条関係）

奈良県知事　殿

事業者の所在地

事業者の名称

代表者氏名 ㊞　

奈良県産材取扱事業者番号

JAS認証工場認証番号

１　原木生産地 市町村名　　

２　樹　種

３　品　目

４　数　量

５　建物名    

①品目は、丸太、製材、合板、集成材等の区分を記載してください。

②数量は、商取引上の単位（本、枚、㎥等）を記入してください。

　　　　　

　非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業補助金交付要綱に基づき補

助金交付申請のされている下記の物件に使用する下記の材は、持続可能な森林経営を行っ

ている森林から、合法的に伐採され、適切に分別管理した奈良県産の木材であり、かつ、

日本農林規格等に関する法律（昭和25年法律第175号）に基づき制定された日本農林規格の

格付が行われたものであることを証明します。

記

※法人の場合は必ず代表者印（丸印）を使用してください。

(注)

非住宅助成用

木材・木製品の合法性・持続可能性証明書
及び

JAS材証明書

年　　月　　日



第８号様式（第１２条関係）

奈良県知事　殿

事業者の所在地

事業者の名称

代表者氏名 ㊞　

地域材認証業者認定番号

１　原木生産地 市町村名　　

２　樹　種

３　品　目

４　数　量

５　建物名    

非住宅助成用

年　　月　　日

奈良県地域認証材証明書

※法人の場合は必ず代表者印（丸印）を使用してください。

記

②数量は、商取引上の単位（本、枚、㎥等）を記入してください。

(注)

①品目は、丸太、製材、合板、集成材等の区分を記載してください。

　非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業補助金交付要綱に基づき補

助金交付申請のされている下記の物件に使用する下記の材は、持続可能な森林経営を行っ

ている森林から、合法的に伐採され、適切に分別管理した奈良県地域認証材であることを

証明します。



第９号様式（第１４条関係）

奈良県知事　殿

（申請者）

住　　　所

団　体　名

代表者氏名

　補助金の振込先（申請者名義の口座）

金融機関名 口座種別（いずれかに○）

支店名

漢字使用不可。カタカナ及び英数字のみで記載してください

口座番号

注 口座情報は、預金通帳等で確認の上、記入してください

　上記の口座名義人を代表者とすることを認めます。　　

印

　　　　年　　　月　　　日

　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

口座名義〈カナ〉

　　　　年　　月　　日付け奈良県指令　　第　　　号の　　　で交付決定のあった標記
補助金を交付されたく、非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業補助
金交付要綱第１４条の規定により請求します。

補助金交付請求書

【連名による申請の場合】

非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業

普　通　　・　　当　座



第１０号様式（第１６条関係）

奈良県知事　殿

（申請者）

住 所

団 体 名

代 表 者 氏 名

ので届け出ます。

辞退の理由

非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業

補助金利用辞退届

　　　　年　　　月　　　日

　　　年　　月　　日付け奈良県指令　　第　　号の　　で交付決定のあった、非住宅建築物における

奈良県産材を使用した木造化支援事業補助金について、下記の理由により補助金の利用を辞退したい

記



(確認して該当部分の□にチェックしてください）

1

2

3

4

5

6

7

8

10

1

2

3

構造材使用実績内訳書（第５号様式）と納品伝票の写しの内容が突合

できるように記入しているか

写真に撮影対象（補助対象部位の名称）を明記しているか

建築基準法第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による確認済証

の写し（建築確認申請を要しない建築物については、建築基準法第１

５条第１項の規定により届け出た建築工事届（ただし、行政機関が受

理したことを確認できるもの）の写し）

【申請時に添付していない場合】

書類に不備がある場合は受付ができません。

必要な書類をこの確認書でチェックし、実績報告書と共に提出してください。

提　出　時　の　確　認　事　項

確認事項 (確認して□にチェックしてください）

構造材使用実績内訳書（第５号様式）、木材・木製品の合法性・持続

可能性証明書及びJAS材証明書（第７号様式）、奈良県地域認証材証

明書（第８号様式）及び工事完了証明書（第６号様式）には、法人の

場合は代表者印（丸印）が押印されているか。

木材・木製品の合法性・持続可能性証明書及びJAS材証明書

（第７号様式）

納品伝票の写し

9

工事着手前の写真

完成写真（外観全景及び内観）

補助対象部位ごとの木材の使用状況等を確認することができる写真

（JAS材を使用する場合は表示されたJASマークを確認できる写真、認

証材を使用する場合は、認証材シールを確認できる写真とすること）

工事請負契約書又は請書の写し

奈良県地域認証材証明書（第８号様式）

実　績　報　告　書　類　確　認　書

申　請　書　類　の　区　分 有り 無し

非住宅建築物における奈良県産材を使用した木造化支援事業補助金完

了実績報告書（第４号様式）

構造材使用実績内訳書（第５号様式）

各階平面図

工事完了証明書（第６号様式）

はい

はい

はい


